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はじめに 

 

 

 

              海外調査団 

団 長  田村 龍治 

 

 

未来に向けての原子力のあり方を、より深く心に受け止めて 

 

 

 今日まで日本においては、国の政策として、そして電力会社の安全神話の中

で、原子力政策が進められてきました。国民は、この安全神話を電力コストに

より、原子力発電を信じ、日本の中で多くの原子力発電所が建設されてきまし

た。しかし、東日本大震災による東京電力福島第一原発の事故は、この安全神

話を根底から覆すこととなり、その後の処理すら全くコントロールされること

なく、途方もなく長期間に及ぶことが明らかになっています。 

 また地域に居住されていた人々は、地域に戻る見通しがたっておらず、原子

力が人間の英知によりコントロールすらできないなど、多くの課題を残すこと

となっています。 

 そのような中で、私たちはもう一度原子力のあり方を真っ正面から勉強し、

北海道における泊原子力発電所の再稼働をどうすべきか、また大間原発の建設

を認めるべきなのか、今、しっかりと私たちの責任ある回答を求められている

と考えます。 
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 今回私たちは原子力の先進地と言われるフランスの現状、そして脱原発を国

の政策として明確にされたドイツの両国を訪問し、しっかり勉強する機会を得

ることができました。内容は書面を参考にしていただければと考えます。 

 ドイツにおいては、再生可能エネルギー全電力の８０％を目標とし、現在努

力されている姿勢を目の当たりにしてきましたが、北海道はこのことをしっか

り参考にしていく必要を強く感じました。 

 またフランスは、現在原発の依存度７５％を５０％にまで引き下げることを

明らかにされ、また原子力発電の建設は、先進地として使用済み燃料の再処理

技術や、あるいは廃炉に向けた技術など、日本では建設のみを進めてきたこと

の大きな違いを感じることになりました。 

 日本における再処理工場や高速増殖炉「もんじゅ」の事故により、全く機能

していないことを考えると、原子力が今後どうあるべきなのか、一時の利益の

ためだけではない判断が求められることと思います。 
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「原子力発電におけるドイツ・フランスの取り組みに関する調査」 

海外調査派遣議員名簿 

 

 

議 員 名 所 属 会 派 調査団役職 

田村 龍治 民主党・道民連合 団  長 

東  国幹 自民党・道民会議 団長代行 

林  大記 民主党・道民連合 副団長 

稲村 久男 民主党・道民連合 副団長 

高橋  亨 民主党・道民連合 幹事長 

北口 雄幸 民主党・道民連合 事務局長 

沖田 清志 民主党・道民連合 事務局次長 

川畑  悟 自民党・道民会議 事務局次長 
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【調査の必要性】 

 ２０１１年３月１１日に発生した東日本大震災に伴う東京電力福島第一原発

事故は、原発の危険性を改めて内外に知らしめたものでありました。 

 日本においては、その事故原因について、民間・政府・国会などに設置した

事故調査委員会がその原因を調査しましたが、原子炉に近づくことができない

など、幾多の困難な状況が続いたことから、未だ明確な原因特定に至らないの

が現状であります。 

 北海道においては、北海道電力が泊原発１号機から３号機を所有しており、

至近には、電源開発が青森県で世界初のフル MOX 発電である大間原発を建設中

あります。 

 東電福島第一原発事故後、ドイツでは脱原発への気運が高まり、原子炉の廃

炉、そして自然エネルギーへの転換に大きく舵をシフトし、世界最大級の太陽

光発電施設の稼働などに見られるように、エネルギーの地産地消完結型の政策

が着々と推進されています。 

 原発推進国であるフランスでは、使用済み核燃料の再処理や最終処分の研究

も着実に進められている一方で、原発への依存度は現在の７５％から５０％ま

で引き下げる方針を掲げており、廃炉についての研究も進められています。 

 エネルギー政策についてドイツ、フランスは両極にありますが、原発への依

存度を引き下げる政策を確実に両国は取り入れているといえます。 

 両国の取り組みは、北海道における今後の再生可能エネルギーの推進、原発

に頼らないエネルギー政策のあり方、最終処分・貯蔵などの課題に資するとこ

ろが多いと判断し、標記の海外調査を実施したものであります。 

 

【調査の目的と内容】 

 原発に頼らない安定したエネルギーのあり方を調査し、再生可能エネルギー

の宝庫でもある北海道のポテンシャルを、今後どのような施策で高めていくの

か。また原発立地地域の経済・雇用対策、事故時における対応策など安全対策、

さらには廃炉、最終処分対策などについても調査を行いました。 

 

【調査先】 

（訪問国）ドイツ ～ハンブルク他 

     フランス～パリ、アヴィニョン他 

（訪問相手）政府、地方自治体、関連機関、関連施設 
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原子力発電におけるドイツ・フランスの取組に関する調査行程 

＜旅程＞平成 25年 12月 15日（日）～22日（日） 

     

※ 新千歳空港発着で表示（他空港発着の場合有り） 

日 
次 

月日 
（曜） 

発着地／ 
滞在地名 

交通機
関 

時 間  

１ 12/15(日) 新千歳空港 
羽田空港着 

JAL530 21:20 
23:00 

移動日 
（機内泊） 

２ 12/16(月) 羽田空港発 
パリ空港着 
パリ空港発 
ﾊﾝﾌﾞﾙｸ空港着 

JAL041 
 

AF1410 
 

専用車 

01:30 
06:20 
08:35 
10:05 
 

 
 
 
①ドイツ・エネルギー政策調査 
 自然エネルギー施設ゲースタヒト揚水発電所 
ホテル着          （ハンブルク泊） 

３ 12/17(火) ﾊﾝﾌﾞﾙｸ 専用車  ②ドイツ・エネルギー施設等調査 
 SunEnergy Europe GmbH 
*レクチャー、質疑応答、ソーラー施設調査 
エネルギーベルグ施設調査 
風力発電メーカーリパワーシステム社調査 
*レクチャー、質疑応答 

ホテル着          （ハンブルク泊） 
４ 12/18(水) ﾊﾝﾌﾞﾙｸ 

→ﾌﾞﾚｰﾒﾝ 
 
ﾌﾞﾚｰﾒﾝ空港発 
パリ空港着 

専用車 
 
 
AF1425 
 
専用車 

 
10:00～
12:00 
15:15 
16:45 

③ドイツ・エネルギー施設等調査 
 Bremenの SWB火力発電所調査 
 
 
 
ホテル着            （パリ泊） 

５ 12/19(木) パリ 専用車  
09:00～ 
10:30 
 
12:30～ 
16:45 

④フランス原子力政策調査 
CEA(フランス原子力・代替エネルギー庁) 
パリ市内の会議室で国際部日本担当課長 
と面談調査 

EDF(フランス電力)、Nogent-sur-Seine原発 
地方情報委員会と昼食懇親会、施設調査 

ホテル着            （パリ泊） 
６ 12/20(金)  

ﾊﾟﾘ(ﾘﾖﾝ)駅 
ｱｳﾞｨﾆｮﾝ駅 
Marcoule 
 
 
ｱｳﾞｨﾆｮﾝ駅 
ﾊﾟﾘ(ﾘﾖﾝ)駅 
 

 
TGV 

 
専用車 
 
 

TGV 
 

 
08:37 
11:16 
 
 
 
18:14 
20:53 

⑤フランス原子力政策調査 
  
 
CEA(フランス原子力・代替エネルギー庁)研究
所とヴィジアトム(Visiatome)調査 

 *地方状委員会と昼食懇親会、施設見学 
 
 
ホテル着            （パリ泊） 

７ 12/21(土) パリ 
 
パリ空港発 

専用車 
 
JAL406 

 
 
18:05 

移動日 
 

（機内泊） 
８ 12/22(日) 成田空港発 

羽田空港発 
新千歳空港着 

 
JAL527 

14:05 
18:30 
20:05 

移動日 
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ドイツ・フランスにおけるエネルギー政策についての調査報告 

 

【１２月１５日（日）：１日目】 

◆視察団は、それぞれ新千歳空港２１：２０発、旭川空港１７：２５発、函館

空港１５：２５発で出発し、羽田空港に集合。 

羽田空港から１６日午前１：３０発ＪＡＬ０４１にてパリ：シャルル・ド・ゴ

ール空港へ出発。 

  

【１２月１６日（月）：２日目】 

◆６：２０シャルル・ド・ゴール空港着。パリと日本の時差は－８時間。 

 

空港到着後、ＣＯＲＲＥＳＳＰＯＮＤＡＮＣＥの表示を頼りに乗り継ぎゲート

方向へ進み、入国手続き後ハンブルグ行きのゲートに到着。８：３５発ＡＦ１

４１０にてハンブルグ空港へ出発。４１０にてハンブルグ空港へ出発。 

 

１０：０５ハンブルグ空港到

着。入国審査を終え、荷物を

受け取りロビーへ。 

 ロビーにてドイツ語通訳の

Ｓaｎａｅ Ｗｅｓｔｅｎｓ

ｅｅ（サナエ ヴェステンゼ

ー）さんと合流。バスにてハ

ンブルグ中央駅近くのホテル

着、荷物を部屋に置き付近の

レストランで昼食を摂り、昼

食後バスで約４０分の「ゲースタフト揚水発電所」へ向かう。 

 

○ゲースタフト揚力発電所：エネルギーパーク調査 

◆ドイツ・ハンブルグ市郊外、南東約３５ｋｍに立地している「ゲースタフト

揚水発電所」は、エルベ川に沿ったタービン建屋と国道と鉄道を挟んで向かい

側の小高い丘に発電施設が有り、揚水発電、ソーラー発電、風力発電という自

然エネルギー総合施設を擁するエネルギーパークとなっている。 

 対応してくれたのは、担当者のＭｓ．トルミンさん。 

 この施設は、丘の斜面には太陽光パネルを敷き詰め、丘の上には揚水発電貯

水池と風力発電風車が設置されている。揚水発電は、エルベ川の水を利用して

シャルル・ド・ゴ

ール空港到 

 シャルル・ド・ゴール空港到着 
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おり、エルベ川は冬期間であっても水量・水流ともに大きく、凍結しないので

いつでも使える水源となっている。 

 貯水池は当初２倍の大きさにする予定だったが、緑の党や環境保護団体が反

対して、今の大きさになったが、施設管理者は、公官庁がその仲介を取ってく

れなかったことに不満のようだった。 

◆この地では、４つの大きな電力会社と小さないくつかの発電事業者が事業を

行っており、固定買い取り価格の方が高いこともあって、会社としては赤字続

きになっている。 

 この「ゲースタフト揚水発電所」も当初は市の直営だったが、１３年前にス

ウェーデンに本社があるバッテンフォール（VATTENFALL）社が買収し、管理・

運営を行っているが、ドイツは電気を買い取るシステムがあることから、余剰

電力は電気会社が買い取り、その資金が会社を圧迫し、この施設も赤字となる

ことがあるらしい。  

 この地の固定買

い取り価格がいく

らか聞きそびれた

が、参加議員から

「北海道では企業

局が水力発電を所

有しており、現在、

『道営電気事業の

あり方の検討』に

おいて身売りを検

討していることに

ついて、感想をお

聞きしたい」と質

問をしたら、「そのまま企業局が持っていた方が良い」との考え方が示された。 

 北海道のシステムは送電も含めてドイツほど優れてはいないので、今しばら

くは直営の方が良いのかもしれない。 

◆「ゲースタフト揚水発電所」から５００ｍほど離れた所に原発があったが、

先の政府方針で２年前から停止している。 

 何と国道・鉄道沿いに原発の施設がある風景は日本では考えられないものだ

が、ドイツ人の国民性なのかトルミンさんも気にする様子はなかった。 
 

揚水パイプ・ソーラーパネル「ゲースタフト揚水発電所」 
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豊富なエルベ川の水を

冷却水に使用し発電して

いたものであっても、国

道沿いに普通の建物と同

様に有ることが不思議で

ならない。カルチャーシ

ョックである。 

 今後、廃炉の行程を進

めるにあたっても、ハン

ブルグとを結ぶ一般道の

閉鎖は難しいのではない

かと思う。 

◆１８：３０にホテルに到着して、この日の視察を終えた。 

 

【１２月１７日（火）：３日目】 

○サンエネルギー・ヨーロッパ社訪問 

◆サンエネルギー・ヨーロッパ社は、ハンブルグに本社を置き１２年以上ドイ

ツ、ヨーロッパの太陽光発電を開発してきた企業。 

 ＣＥＯのＤｒ．ハートウィグ・ウェストファーレン氏は物理学者で、以前、

東芝にいたこともあり、仕事の関係で旭川にも滞在していたとのこと。 

 １９９８年頃のドイツは再生可能エネルギーは全体の５％程度にすぎず、そ

の５％の内訳も水力７２％、風力１７％、バイオマス４％で、太陽光はゼロだ

ったが、２０１２年では再生可能エネルギーが２２％まで増え、その内訳は風

力３３％、水力１５％、バイオマス２７％、太陽光２１％、ガス４％となった。                                                     

ドイツでは２０２２年までに原発を全廃する方針を立てており、そのために、

今後、２０２０年までに再

生可能エネルギーの比率を

３５％、２０６０年には８

０％まで引き上げる計画を

進めている。 

◆ドイツには様々な政党が

あるが脱原発に異論は無い。 

 進めるに当たり、当然、

１００％再生可能エネルギ

ーとはならず、化石燃料に

よる火力発電も想定してい

ゲースタフト揚水発電所近く、休止中の原子力発電所 

サンエネルギー社訪問① 
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るが、これは熱効率の良いガスを使用することとし、ＣＯ２の排出量を押さえ

る技術も開発されているおり、技術はさらに高度なものになる。 

 ドイツは原発立地自治体に対する補助金という概念はそもそも無く、従って

廃炉にすることによる自治体の利害も無い。 

 

 

太陽光発電が急速に進捗してきた背景には、どこでも簡単に設置でき、メン

テナンスも安価であり、各地方に設置することによって雇用の創出にも繋がる。

また、未利用の土地の活用も出来、市民の投資の対象にもなっている。 

 ドイツにおける１日の消費電力は午前１１時～１２時にピークを迎えること

から、太陽光の役割は大きい。懸念される夜間の電力や曇りなどの対策として

電力の蓄電が求められており、この分野の技術もかなり発展してきている。ま

た、時間に関係なく発電出来る揚水発電やバイオマス発電もその役割を担うも

のである。 

 最近では、中国がパネルの生産の半数を占めるようになっているが、耐用年

数が短くイニシャルコストは安いが、総体的には高上がりになるだろう。 

◆サンエネルギー社では、現在、効率的な集光ができる両面パネルも製作して

いる。 

 また、ドイツでは、太陽光パネル設置に対する補助金という概念は無い。 

  太陽光発電ファンドには２００万人の国民が投資しており、自宅の屋根のパ

ネルにも投資し、大きな太陽光発電にも投資をしている。 

サンエネルギー社訪問② 
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 例えば、大型のプロジェクトでは年利７％と言う時期もあったが、今はそん

なに利率が高くなく、あまり魅力の有る投資にはなっていない。 

 

○ハンブルグ動物園 

 

ハンブルグ市内の動物園の施設し

てあるサンエネルギー社の太陽光

発電設備を視察、２０１０年１２

月１５日から３年間で１２６ＭＷ

ｈを発電し、７２トンのＣＯ２削

減に貢献したとの説明を受けた。 

                   

○エネルギーベルグを調査 

◆第二次世界大戦後、戦禍で焼か

れた家屋やガレキなどの他、家庭などから排出された廃棄物、その後の経済成

長とともに排出された様々な廃棄物を埋め立てていた処分場が許容量を超え、

その総量は１，４００万トンにもおよび、その中には埋め立て処分に適さない

廃棄物も２０万トン以上廃棄されてきた。 

 時代の流れと共に、ダイオキシンなど環境悪化物質への感心も高まり、ゴミ

の山は危険な山となった。 

               

この対策として、処

分場全体を遮水シ

ートで覆い雨水の

浸透を防ぐ一方、ハ

ンブルグ市内が一

望できる小高い丘

となっていること

から、住民の要望で

芝生による緑化を

行い、遊歩道も取り

付け、リクレーショ

ン施設として市民

に解放している。 

 

ハンブルグ動物園～ソーラーパネル調査 

エネルギーベルグセンター説明時 
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 現在、有毒ガスの発

生や汚染水のチェック

を行う一方、メタンガ

スの再利用として、近

くの製鋼所にパイプラ

インでガスを送り、工

場で使用する電力を発

電している他、丘の一

番高いところに、羽の

直径が１００ｍの風力

発電装置が設置されて

おり、３．４Ｍｗの能

力を有することから、

風力が安定していれば年間

７５０万ｋｗｈの発電を行

うことができる。基礎部分を

除いたパーツだけで６０ｔ、

３ヶ月で設置したリパワー

社の製品である。 

◆この管理・運営をまかされ

ているのが、風力発電企業で

あるリパワーシステム社の

関連会社であるリニューア

ブル・エネルギー・テクノロ

ジー・センター（ＲＥＴＣ）

で、責任者のクリスチャン・ネッターシェイム氏がエネルギーベルグやＲＥＴ

Ｃ施設の概要を説明してくれた。なお、この施設は１１月３日より冬期間の閉

鎖に入っているが、今回に視察のためにわざわざオープンしてくれたものであ

る。 

 

○リパワーシステム社訪問 

◆リパワーシステム社では、社長自ら出迎えられ、説明も率先して話された。 

 リパワーシステム社は、ハンブルグに本社を置く世界八大風力発電開発会社

の一つとして市場を先導している。 

 ドイツ国内にハンブルグ本社、レンズブルグ、フーズム、トランペに支社を

置き、ヨーロッパは勿論、日本や中国とも提携、日本では、秋田、福島、静岡

エネルギーベルグ全体模型 

エネルギーベルグ丘の上にある風力発電施設 
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各県などに１１７基の風力発電装置を輸出、リパワーシステム社の技術信頼度

は非常に高く、５３０人以上の技術系専門家を有していることからも技術重視

志向の高さを物語っている。 

リパワーシステム社は陸上（オンショアー）に設置する風車の他、海上（オフ

ショアー）に設置する風車も

手がけており、オンショアー

では最大出力３．４ＭＷの風

車の他、３．２ＭＷ、オフシ

ョアーでは最大５ＭＷや６Ｍ

Ｗの風車で発電を行っており、

特に６．２ＭＷの風車１枚の

羽の長さが７４．４ｍ、直径

は１５２ｍと世界最大を誇っ

ている。             

 発電の生産コストの比較では、原発が廃炉や使用済み高レベル核廃棄物の最

終処分も含めて一番コストがかかるが、これらは住民には知らされていない。 

 これが明らかになれば再生可能エネルギーへのシフトは格段と進むであろう

と話されていた。 

◆風力発電は風を切る音の関係も有り、市街地や住宅地では設置をしておらず、

オンショアーは海岸線や小高い山の上、そしてこれからはオフショアーへの設 

置が主流になる。 

そのため、船で設置場所まで運 

ぶことから、リパワー社では造船

所も買収している。              

風車は地上である程度組み立て

て運ぶが、海上では数１００ｔジ

ャッキングする船が必要で、その

船も造船した。 

 一方、日本などは島国であり、

固定式よりも浮遊式の方が必要

となってくるが、すでに浮遊式２

６基という実績も有る。 

 雇用についても、オフショアーに関わっている人数だけですでに１８，００

０人となっている。 

 

 

リパワー社説明① 

 

リパワー社説明② 
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◆リパワー社の製品は世界中に２，３６７基設置の実績があり、２４時間３６

５日世界中の風車をコンピューターでコントロールしている。 

風車の耐用年数は１５年か

ら２０年となっているがメン

テナンスにも力を入れており、

さらに技術も飛躍的に伸びて

いることから、７年から９年後

にはｋｗ当たりのコストも約

４０％抑えられることになる。 

 オフショアープロジェクト

としてはアイルランドに５Ｍ

ｗ×３０基、ベルギーに６Ｍｗ

×４８基、総費用の内訳も風車

以外の配線に６０％もかかるわけだが、今は第２世代から第３世代の風車へ技

術も継承され、マイナス２０℃からプラス

３５℃まで対応可能であり、様々なバージ

ョンをそろえ、北海道のような寒冷地に適

したものも対応可能とのこと。 

 風力発電については、これまで道内にお

いてＮＥＤＯなどが中心となって各自治体

に設置したが、思うように稼働せずお荷物

になっていることが散見される。 

 それは、年間風力の調査が不十分だった

か、設置場所に問題があったかという初歩的な問題がおざなりになっていた節

が見えるが、調査したリパワー社の徹底した事前調査、技術力、高性能な製品

が相まって設置されたなら、北海道における可能性もより大きくなってくるも

のと感じた。 

  

【１２月１８日（水）：４日目】 

○ＳＷＢ（ゴミ焼却による火力発電施設）を調査 

◆ハンブルグからブレーメンへ移動 

 １９６９年から稼働しているブレーメン市運営の廃棄物火力発電所で、この

近郊にある大学の暖房のために設置したが、１９８９年から施設の増設も含め

徐々に民間へ移行し、現在はドイツを中心に、エネルギーや上下水道、ゴミ焼

却施設、バイオマス、風力発電、電信・電話などを総合的に展開している「Ｓ

ＢＷグループ」が管理運営を行っている。 

リパワー社説明③（浮遊式風力発電） 

リパワー社説明④ 
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説明してくれたのは、Ｍｒ.リーネマン氏とＭｒ.フィッシャー氏。 

◆ここのゴミ焼却工場では、日量２，２００トンのゴミを焼却し、年間１８５

ＧＷｈの電力と、２８０ＧＷｈの蒸気による地域暖房を供給している。 

 このＳＷＢ社はこれまで原発も所有していたが、７年前に手放し、その原発

は他社によって今も稼働している。 

また、この火力発電所で燃料として焼却す

るゴミは、ドイツ国内の家庭ゴミ、事業系廃

棄物の他、遠くはイギリスのゴミを受け入れ

ており、船とトレーラーで搬入されている。 

運搬賃はイギリス持ちなので問題は無く、搬

入料も処理費用として負担してもらう。 

視察時にも大型トレーラーがひっきりなし

にゴミを搬入していた。 

 

 処理量は年間８０万ｔでそのう

ち１５万ｔがブレーメンから排出

されたもので、他はイギリスやオ

ランダやその他の国からも運ばれ

てくる。 

 近隣の製鋼所からのガスも利用

しており、ピーク時には最高の電

力に対応するため飛行機のタービ

ンを使用している。 

◆再生可能エネルギーの風力や太陽光も、一つがだめになったらそれを補うも

のが必要になってくる。ここは、ゴミの焼却、焼却熱を利用した発電、発電後

の蒸気を利用した地域暖房と、三つの利用をしている。 

  

ゴミの焼却によって排出される焼

却残渣（灰）は日量５００トンにも

および、これらは道路工事の敷設材

として利用される。 

 焼却に伴う排気ガスについては、

イオウ、クロム、カーボン、水銀、

カドミウム、ダイオキシンなどを除

去するためのフィルターを二重にか

け、安全基準を満たして排出されて

ＳＷＢ社所有の電気自動車 

ＳＷＢ社へのイギリスからのゴミ搬入風景 

ＳＷＢ社から地域への熱暖房供給システム 
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おり、ドイツは環境問題に対する国民の関心が高く、これらの処理基準は世界

最高との自負もある。 

◆午後からはブレーメン空港からパリ・シャルル・ド・ゴール空港へ移動。 

 空港にはガイドのフジタ・モトコさんに迎えに来ていただいた。 

 高速道路は退社後の車の渋滞でノロノロ運転。ホテルには午後８時半頃に到

着し、部屋に荷物を置いてすぐに夕食に出かけた。 

 

【１２月１９日（木）：５日目】 

◆ホテルには、今回の通訳をお願いしたオオゼキ・タツヤさんが迎えに来てく

れ、８時１５分バスにてホテルを出発。フランスの夜明けは遅く、この時間で

もまだ真っ暗で、途中凱旋門とエッフェル塔のそばを通過したが、夜明けの薄

ぼんやりした中だったためシルエットしか見ることが出来なかった。 

 

○フランス政府：原子力・代替

エネルギー庁（ＣＥＡ）訪問 

＜別資料有＞ 

◆原子力・代替エネルギー庁は、

２００９年１２月、「今後は代

替えエネルギーと原子力に同

等の研究開発予算を投じる」と

の大統領命により、これまでの

「フランス原子力庁」から「フ

ランス原子力・代替エネルギー

庁」へと改変、略称は「ＣＥＡ」。 

「ＣＥＡ」では、ア

ジア地区担当課長パ

スカル・チェイクス

氏 、原子力担当課長

ドミニク・オシム氏が

迎えてくれた。オシム

氏は在日フランス大

使館に６年間滞在し、

その内４年間は原子

力関連の仕事をして

いたことから、日本の

事情には大変詳しい。 

夜明け前のエッフェル塔 

 

ＣＥＡ（フランス原子力・代替エネルギー庁）外観 
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 今回、フランス訪問の手配をお願いした、フランス大使館の長谷川氏はオシ

ム氏の部下だったそうであり、居酒屋にもよく行ったと話されていた。  

今の仕事は国際協力、特

に原子力の国際協力を担当

しており、日本との関係は

一番大事で、昔からのパー

トナーであり、ＣＥＡの主

たる技術的な仕事は原子力

の再処理、廃棄物、日本の

六ヶ所村には何度も行った

が、原子力の再処理は非常

に大事であり、それと第４

世代の日本の「もんじゅ」、

高速増殖炉の制作も非常に

大事であるとの認識が示された。 

◆ＣＥＡは、技術提供を行う研究開発機関であり、様々な分野において研究開

発に携わっている。例えば、低炭素エネルギー、ＩＴ、健康・医療に関するテ

クノロジーなどの他、防衛の分野についても活動しており、基礎研究や研究者

の教育訓練、産業界との連携、医療関連では様々な研究から生まれた治験など

も行っている。 

 ＣＥＡは第一次世界大戦後に、原子力に関する研究開発機関として設置され

た組織だが、現在は低炭素エネルギーを主題として、原子力だけではなく再生

可能エネルギーの推進やその管理も行っているエネルギーの所管官庁で、研究

開発施設が国内に１０カ所、特に、原子力の維持のための研究の他、原発の解

体や除染などの研究も進めている。 

 予算は年間４７億ユーロ（１ユーロ１４０円として、６，５８０億円）を国

と電力事業者で負担し合い、約１６，０００人のスタッフが勤務しており、政

府及び大統領に対する顧問や諮問機関の役目も果たしている。 

 また、ウイーンに有る国際的原子力機関（ＩＡＥＡ）のフランス代表も、Ｃ

ＥＡ国際部長が就任している。 

 フランスは、化石燃料が無いということで日本とよく似ており、これまでも

非常に密接な交流を築き上げている。 

◆フランスが原子力発電に大きくシフトしたのは、１９７０年代の石油ショッ

クを経験してからで、資源の乏しいフランスにとって、危機的な困難から脱却

するには原子力への依存を高めなければという政策を選択した。 

 一方、交通や輸送などの分野では化石燃料に依存しなければならず、化石エ

ＣＥＡ訪問時① 
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ネルギーの依存度を下げるためにも電力関連の代替エネルギーへのシフトを早

めていくことが求められ、ＣＥＡにおいて太陽光、風力、バイオマスへの割合

を高める努力も行っている。 

 再生可能エネルギーの割合が増えていくことによって、自動的に原子力によ

る発電の割合は減っていくことになり、今の大統領の公約では、古くなった原

発は廃炉にすることになっている。 

◆フランスでは、原発の耐用年数は決めておらず、３０年経過するとすぐに廃

炉ではなく、１０年ごとに運転許可を更新して４０年となっているが、４０年

を迎えるヘッセハイム原発は、事業者であるＥＤＦからさらに更新をして欲し

いという要望が出されている。 

 原発依存度を７５％から５０％に引き下げるという公約だが、付け加えなけ

ればならないことがある。 

 一つ目は、フランスではエコロジー政党の緑の党を除き、右・左を問わず全

ての政党が原発推進派で、保守系はもちろん社会党や共産党も同様の考えを持

っている。 

 緑の党も国会議員中２名となっており、その影響力はないが、現政権である

社会党が選挙の際、緑の党と協力したことから、その配慮もあってヘッセハイ

ム原発は廃炉ということになった。 

 二つ目は、この公約はフクシマの１年後であったが、フランスにおける原発

の占める割合はまだまだ長期間必要なものと認識しており、７５％から５０％

に引き下げたが、これは、逆に言うと５０％は維持していくということでもあ

る。 

 廃炉もあれば新設もあり、今後も使用済み核燃料の再処理も引き続き行って

いくし、高速増殖炉も続けていくという「サイン」でもある。 

 また、ＥＰＲ（欧州加圧水型炉：第３世代炉でＭＯＸ燃料使用の低コスト高

出力の原発）の建設が進んでおり、今後のエネルギーに関する基本法には国民

討論会を実施、国会議員だけでは無く、市民社会代表にも加わってもらい２０

１４年にエネルギー基本法として立法化される。 

 今は、国が廃炉を決めても事業者がそれに従う義務は無いが、この基本法で

そのことが可能となる。 

◆ＣＥＡの原子力局は、全職員の３分の１にあたる４，５００人ほどからなる

局で、民間の事業者とも密接に関係し、ＥＤＦ（フランス電力）やアレバ社（原

子力産業複合企業）の施設に対するサポートも行い、将来型の原子力システム

や解体・除染作業についても予算の半分を割いている。 

 フランスでは現在１９カ所で５８基の原発が稼働しており、全て第２世代で

２０３０年ころまで使用されるが、その後にくるのが第３世代ＥＰＲで、一つ
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の原子炉を研究開発してから建設し、運転して廃炉にするまで、だいたい１０

０年、１世紀かかると言われており、既に第４世代の開発も進んでおり２０４

０年位から運転が始まると考えられている。 

 第４世代というのは、ナトリウムを冷却材とする高速増殖炉で、同じくナト

リウムを冷却材としたフランスの「フェニクス」、「スーパーフェニックス」、日

本の「もんじゅ」の世代よりも安全性は高まるとの説明である。 

 ２０４０年代から第４世代を運転するためには、その前の段階でプロトタイ

プとして実証炉の運転が必要で、フランスでは現在、この実証炉の「アスリー

ト」が運転されており、このプロトタイプについての協力について日本のＪＡ

ＥＡ（日本原子力研究開発機構）と協議を行っているとのこと。 

 しかし、この種の情報は、全く日本国民には知らされていない。 

  

またＪＡＥＡは、もともとＪＳＦＲ（先進ループ型ナトリウム冷却高速炉）

の計画を持っていたが、フクシマ以降延期となっているようで、高速増殖炉の

技術、研究レベルの維持のため、フランスの「アスリート」の方で協力したい

との申し出を行ったようだ。 

◆原発推進の先端を行くフランスでは、原子力の開発の主目的として、ウラン

のポテンシャルをいかにして高めるかということに着目している。 

 現在の原発ではウランが１～３％程度しか利用されておらず、高速増殖炉で

あれば１００％近いポテンシャルを発揮することが出来る。そのためには使用

済み核燃料の再処理が必要で、フランスの再処理工場の「ラーグ」と日本の六

ヶ所村は姉妹工場としての提携をしている。 

 「ラーグ」は順調に稼働しており、「六カ所」も基本的に同じテクノロジーな

ので、ちゃんと動かない訳が無いと話していた。 

◆フクシマ以降、フランスの世論も反応し、１年後の大統領選挙の公約にもそ

の影響が現れ、それ以外に説明のつかない選挙公約が出てきたのもマスコミや

世論が政治に与えた影響であると認識しているとのこと。 

 また、海洋汚染に対しても非常に関心を持って見ており、外国で起こってい

ることでも注視し、国際的な安全面におけるコンセンサスを築き、それに基づ

いた事故処理を行わなければならないという意味も含め、協力したいとも話さ

れていた。 

◆フランスで発電された電力はだいたい１５％ほど輸出しており、たぶんドイ

ツにも輸出しているはず。国内では原発を反対しているが原発の電力を輸入し

ている。それはかまわないのかとの憤りも。 

◆これまで、大きな原発事故は三つあり、アメリカのスリーマイル、ロシアの

チェルノブイリ、日本のフクシマ。 
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スリーマイル事故はアメリカの原発政

策に多大な影響を与えたが、それは国内

だけのものだった。チェルノブイリ事故

は世界的な原発政策に大きな影響を与え、

原発冬の時代となった。フクシマも、世

界の原発推進に大きなブレーキとなった

が、回復は早い。なぜなら、新興国、特

に中国、インドなどにおいて電力需要が

伸びている。化石燃料より原発へのトレ

ンドが高くなってきており世界中を見ても原発を導入する国は多くある。 

 これからも、化石燃料から原発へのシフトは続くものと思う。とＣＥＡのオ

シム原子力担当課長は胸を張って話されていた。 

 

○ＥＤＦ（フランス電力）ノージャン・シュー・セーヌ原発調査 

◆パリから南東約１００ｋｍ離れたノージャン・シュー・セーヌ（ノージャン）

地方にある、フランス電力が所有する原発を訪ねた。 

 この原発の出力は１，３００ＭＷ（１３０万ｋｗ）で、ＭＯＸ燃料は装苛さ

れていない。フランスの原発立地地域では、それぞれに「地域情報委員会」が

設置されることになっており、今回の視察の中でも、住民との情報共有組織で

ある「地方情報委員会」の具体的な内容は、日本の原発事業者と地域住民との

関係に大きく示唆を与えてくれるものと期待していた。 

 

訪問したノージャン・シュ

ー・セーヌ(ノージャン）原

発では、まず会議室に案内

され、ＥＤＦの広報担当者

であるクレモン・ペルティ

エ氏、地方情報委員会の事

務局を担当しているフラン

ソア・ブルーネン氏から説

明を受けた。 

◆この「地方情報委員会」の委員長は、ノージャン市長であり、県議会議員も

兼務している。 

 この委員会は、１９８１年１２月１５日に首相令で設置され、２００６年の

「原子力安全と透明性に関する法律」の改訂に伴い、法的に位置づけされ、地

方自治体と安全当局の予算で運営され、事業者から完全に独立しており、事業

ＥＤＦ（フランス電力）ノージャン・シュー・セーヌ原発訪問時 

ＥＤＦ（フランス電力） 

ノージャン・シュー・セーヌ原発訪問時 

ＣＥＡ訪問時② 
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者側から情報を伝えると共に、委員間の意見交換を行う場であり、物事を決定

する場ではない。 

 委員会の構成は、事業者、安全当局、原発設置地域の国会議員、県議会議員、

市町村議会議員（地元自治体の議員が一番多い）、原発関連労働組合代表、メデ

ィア、環境保護団体代表、有識者、感心がある市民などで県議会の議長が任命

するが、任期の定めは無く本人の意志で継続される。 

 ノージャン原発の地方情報委員会は６７名で構成されており、年２回の総会

と必要に応じて何度でも臨時総会が開催され、総会には構成メンバー以外から

も参加が出来、意見を述べることが出来る。会議はオープンで誰でも参加出来

る。 

 情報は、ノージャン原発に関わる情報、原子力一般、国内や外国の原発など

について等、技術的な面も提供しており、技術的な知識を持っている方が原子

力安全局の行う調査にも参加することが出来、月に１回、ＥＤＦ事業者との情

報交換の場を持つことも出来る。 

  住民の避難計画は、それぞれの自治体が作成しており、この委員会はその上

流に位置づけられ諮問機関の役目も果たしている。 

 危機的な事が起こった場合には国の指揮において避難が行われ、ＥＤＦは基

地内で発生した全ての問題に責任を負うことになる。 

 フランスの場合、県単位に政府の役人である地方長官が配属されており、長

官が責任を持って避難などの実施を行っているが、この避難は、原子力だけで

はなく火災や環境被害、テロ行為など、住民が避難しなければならない問題が

起こった場合、国の指示を待たなくてもこの長官の指示で行うことが出来るこ

とに成っているが、日本では知事が行うことを地方長官が担っているようだ。 

避難訓練はフランス国内では年４回行われ、各発電所レベルでは半径１０ｋｍ

で３年に１回という、日本からみてもかなり少ない頻度であり、事故の経験の

無さが安全神話に繋がってい

るのかも知れない。 

  

全国の原発立地県に設置し

ている委員会は、必ずしも同

レベルではなく、その活動に

も温度差があるようだ。 

 委員会の体を為していない

所や、また、独自にエンジニ

アを雇用している委員会など

もあるようで、このノージャ
地方情報委員会との意見交換風景 
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ンにある委員会はモデル的な委員会なのだとの印象を持った。 

 欧州各国でも、このフランスの「地域情報委員会」が注目されており、全欧

州に広めていく考えがあるとのことだ。 

◆ＥＤＦのクレモン・ペルティエ氏からは、事業者としての情報提供の責務に

ついてお話を伺った。 

 ＥＤＦは、原発の広報には力を入れており、毎月、月刊誌を発行、３０ｋｍ

圏内の全ての住民に配布しており、グーグルサイトやツイッターでもＥＤＦで

起きている様々な出来事の情報を提供し、委員会だけではなく直接的な情報提

供にも力を入れている。 

 フランス原子力安全局は、高レベルの技術知識を身につけている技術者が多

く、２週間に一度程度各部署の検査を行っているが、個別発電所やＥＤＦが出

している情報が正しいか信用できるものかチェックをしている。 

 また、安全局が個々の原発に対して指示や勧告をしている内容は、ＨＰでア

クセスできるし、独立行政法人である安全局がチェックしていることも知るこ

とが出来る。 

 ＥＤＦの担当者も、「事業者の透明性の確保というのは、やはり日常的な努力

によって解消していかなければならないことで、安全局からＥＤＦに出してい

る書簡についてもアクセス出来るが、この逆はまだ制度化されておらず、これ

も早い段階で国民がチェック出来るようにしたい。」と語っていた。 

 情報公開とテロ対策は全く別の次元で考慮されている。 

 情報公開の分野でも、住民の関心が無く、テロの関心が高い燃料の組成や使

用済み核燃料の運搬計画、施設の設計図や地図などは公開していない。 

 テロ対策は周辺のバリアーの警備を重視し厳重にすることであり、その内容

は国家機密となっている。 

◆ＥＤＦは、国が半分出資しており、そういう意味で利益を生み出さなければ

ならない一般企業とは異なる経営形態と成っているのも、情報開示の理念が日

本とは根本的に違う。 

 原発への地元雇用については、ハイレベルなテクニカル部門や、管理職、上

級管理職などは全国採用だが、一般レベルは地元採用が多く、このノージャン

原発も例外ではない。 

 このノージャンの人口も原発建設前は３，５００人だったが、今は６，２０

０人になっており、職員は緊急時に駆けつけなければならないため、原発から

数キロ以内に住まなければならない規則があり、家族も同じく原発から数キロ

圏内に居住する。家族のためにも出来る限り世界で一番安全な発電所にしたい

というのが、職員全員の望みとなっている。 
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原発立地自治体への国の財政支援については、この街の人口は約６，０００人

だが、実際には人口 1 万５，０００人～２万人位の公共施設やサービスがなさ

れている。        

具体的には、地元経

済、財政との関係で、

毎年４，４００万ユー

ロが税金の形で（日本

の交付税のようなもの

か）地元に支払われて

いる他、原発への投資

が毎年約２．０００万

ユーロ、地元企業へは

年間１，５００件の発

注で約１，０００万ユ

ーロの経済効果を生ん

でいる。 

 稼働中は約１，０００人が働いており、７００人がＥＤＦの職員で残りの３

００人が外部企業、定期点検には更に６００～１，０００人の作業関係者が入

ってくる。 

 この構図は日本とあまり変わらず、地元での原発反対は起こりえない。 

 これも日本と酷似しているが、反対しているのは、もう少し離れた地域や全

国組織(グリーンピース等）のようだ。 

 フランスでは、そういう組織が地元でマスコミが注目する様なことをするこ

とはあるようだが、７５％～８０％近くの電力を原発に頼っていることから、

国民の中にはそんなにアレルギーはないものと思われる。 

 ◆フクシマ以降の影響としては、地方情報委員会の出席が通常だと４０～５０

名だが、フクシマ直後には１２０名以上の出席となったことや、安全に関わる

対処のため、全国に４カ所の特殊部隊の基地を作り、人員配置だけではなくヘ

リや発電装置などの資機材も確保して、国内どこの発電所で何かあった場合直

ぐに対処出来るよう、最終的に１００億ユーロ（１ユーロ：１４０円換算で約

１兆４，０００億円）を使った「ポストフクシマ計画」も実施していくことに

なった。 

 日本のＰＡＺ内における自治体関係者と事業者の連絡協議会とは違い、情報

の開示や意見交換の場に誰でもが参加できるもので、これが本来のあり方では

ないかと感じた。 

  地方情報委員会の方々との意見交換後、昼食会ではノージャン原発の発電内

ノージャン・シュー・セーヌ原発 
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容やセーヌ川からの取水や冷却塔などの説明が有り、昼食後、原発施設内を見

学した。 

 原発は稼働中のため、見学に立ち入ることの出来る施設も限られており、タ

ービンによる発電施設までの許可だった。 

 改めてだが、ドイツもフランスも地震はほとんど起こらず、何十年に一度く

らいでそれも震度３を越えたことがないそうである。 

 

【１２月２０日（金）：６日目】 

○原発広報施設ヴィジアトム調査 

◆パリから４００ｋｍ離れたアヴィニョンへＴＧＶ（フランス新幹線）にて移

動、片道約２時間半で到着、専用バスにてヴィジアトムへ。 

 

 

                          

広報館は原子力だけではなく、 

全ての活動には必ず廃棄物が伴

うことを視覚から訴え、原子力

の有効性などにも触れ、原発立

国フランスとして、子どもから

大人まで、「なるほど」と思わせ

るように造られているように見

える。 

 

 

ＴＧＶでパリ → アヴィニョンへ 

ヴィジアトム（原発広報施設）訪問時① 
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○マルクール研究所訪問  

◆同じ敷地内にあるマルクール研究所を訪問した。 

 セドリック・ガーナー広報部長から、ＣＥＡマルクール研究所の業務内容の

レクチャーが有った。 

 マルクールはＣＥＡの研究施設であり、初めて原子力が生まれた場所で、同

時に原子力産業が生まれた所となっている。 

 初めは核抑止力に使うため核兵器の開発を行うための技術開発から手がけ、

その後、原子力発電、そして使用済み核燃料の処理をする再処理工場が造られ、

これがラーグ再処理工場の元祖であり、日本の六ヶ所村の祖父にあたる。 

 使用済み核燃料の再処理、ウランとプルトニウムを使ったＭＯＸ燃料の開発

と最終処分も研究している。 

 ラーグで行っているガラス固化体の技術もここで開発されたもので、最初に

作られた再処理工場が現在解体中で、それ以外にも５０年代６０年代に作られ

た施設が同時進行的に解体中

なのは世界でもこのマルクー

ルだけである。 

  

ここでの解体技術の治験、

経験というのは非常に大きな

もので、先週、このマルクー

ルのサイトにおいて、解体技

術のシンポジウムを行ったが、

日本も含めて世界各国から２

５０社の出席があった。 

 ここでは解体技術や高レベ

ル廃棄物の中間貯蔵や最終処分に関する開発も行われ、除染の分野についても

汚染水の処理についてフクシマに協力している。 

◆フランスは原子力の依存を下げて行くが、決して原子力、原子力発電に関す

る研究の努力を緩めるということは考えておらず、ウラン採鉱のための技術開

発もここで行っている他、第４世代の原発も開発しており、ＣＥＡは今後もそ

のリーダーシップの役割を果たしていきたいとの意気込みである。 

 世界的に見ると今後も新興国の国々には多くのニーズがあり、そのニーズに

応えて行かなければならない。 

 原発と再生可能エネルギーは対立するものではなく、あくまでも補完するも

のであり、最終的な目的は化石資源からの脱却であるとの考えのようである。 

◆一方、国民が懸念している高レベル廃棄物の最終処分についても原子力廃棄

 

ヴィジアトム（原発広報施設）訪問② 
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物庁が２０２５年までに処分地を決定することになっており、地下埋設される

ガラス固化体は、何百万年も経てば劣化してくるが、その頃には半減期となっ

て放射能も減るし、５０万年くらいは放射能が消えないと言っても再処理をし

てウランとプルトニウムを出すことによって１万年くらいに縮めることも出来

る。それが現在の技術だが、今後の研究によって、数年あるいは数十年後には、

この半減期を一気に数百年に縮めることが出来るようになるわけで、５０万年

後というのは想像出来ないが、数百年であれば想像できる範囲となってくるし、

今開発中の第４世代の原子炉は、そのような最終廃棄物も燃焼することが出来

るものであると述べた。 

◆次に、地方情報委員会副委員長であり、マルクール研究所所在地の村長でも

あるジャン・ピエリ・キャレ氏による地方情報委員会の活動内容について説明

があったが、ＥＤＦノージャン・シュー・セイム原発の委員会と重なる部分は

避け、特徴的なことを報告したい。このマルクールでは、原子力発電に関わる

「地方情報委員会」と国防関係の研究施設に関わる「情報委員会」と二つの委

員会が存在するが、委員はほとんど兼務となっている。 

 この委員会には、医療機関の関係者も含まれ、疫学的に「癌」の追跡調査も

行っており、特に子どもの「白血病」については１９９６年から継続的に調査

をし、ヨーロッパレベルでも早い時期からの追跡調査となっているとのことで、

詳しい調査結果についてはお話いただけなかったが、大きな示唆をいただいた。 

◆説明後、マルクール研究所各セクションの責任者も交えて、昼食会を兼ねた

意見交換会が行われ、使用済み核燃料の再処理、廃炉の手法の他、住民への情

報提供システムや事故のシミュレーション、避難計画などについてお互いの情

報交換を行ったが、この昼食会から、メモやボイスレコダー、写真などは禁止

され、視察終了後の記憶を辿っての報告となる。 

◆昼食後の施設見学では、軍事目的で使用していた核燃料再処理工場の解体・

除染の行程を拝見したが、解体するための技術や機材の開発が並行的に行われ、

人が入れない場所には、その内部を３Ｄでシミュレートしたバーチャル映像と

ロボットアームによる作業の開発、厚い金属などを切断するためのレーザービ

ームなど、考えられる機材の開発と実際に使用した場合の不都合の改善などを

行っている。 

 一般の原発よりも解体が難しい、この核燃料再処理工場の全ての解体が終わ

るのが２０５０年とのことであり、原発は施設の使用が５０年として、その解

体にも５０年を要する１００年単位の施設であることは、改めて、原発のコス

トや放射能施設の解体の危険性を感じることが出来た。 
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【１２月２１日（土）：７日目】 

                               凱旋門 

                                  

◆ゆっくりの起床、訪問先でいただいた資料やメモなどを整理、官公庁が休み

のため、今日の公式日程は無く、日本へ出発する国際線が夜であることから、 

昼食を摂って市内視察となり、改めて凱旋門、エッフェル塔をバスの車窓から

見学し、モンマルトルの丘で買い物時間を１時間ほどとり、１５時には空港へ

向け出発。１８時０５分の国際線で帰国の途に。 

 

 

 

 

 

 

 

◀モンマルトルの丘 
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【１２月２２日（日）：８日目】 

◆日本時間１４時０５分に成田空港着。 

 羽田空港に移動し、それぞれ、新千歳空港、旭川空港、函館空港へ帰途に着

いた。 

ちなみに大雪の影響で、新千歳空港組は羽田から出発をしたが、着陸できずに

羽田に引き返し、さらに一泊しての帰途となった。 

 

 以上が、今回の再生可能エネルギーと原発の視察に関するレポートとなりま

すが、ドイツでの脱原発、再生可能エネルギーに対する政策、そして、フラン

スの原発推進の考え方と技術開発、双方をどのように捉えるかは視察団個々の

思慮に任せますが、日本とりわけ北海道がどの道を選択するかは、おのずと結

論が導き出されたものと思います。 

 この視察が、今後の北海道のエネルギー政策の大きな糧になったことをお伝

えし、調査報告といたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

28 

 

エネルギー政策の今後のあり方を調査 

 

             海外調査団 

団長代行 東 国幹 

 

平成２３年３月１１日以降、“フクシマ”を巡って世界が震撼した。成田空港

は帰国ラッシュの外国人たちでごった返していたといいます。私の義姉妹はス

イス人男性と結婚し、東京に在住していましたが、スイス政府から航空券が送

付され、家族共々半ば強制的に帰国を余儀なくされました。 

とりわけヨーロッパ圏で再生可能エネルギーに力を注いでいるドイツなどは

報道が過熱し、もはや日本国内で「首都圏住民三千八百万人がまもなく逃走し

始めるだろう〈ＺＤＦ(ドイツ民間放送局)〉」また、ドイツ国内の代表的な新聞

フランクフルター・アルゲマイネも、「死の恐怖に包まれた東京」とあり、マス

クをかけたサラリーマンが横断歩道で信号待ちをしている写真を世界に配信。

なるほどドイツではこのマスクが放射能よけのマスクと思われていたようです。

勿論、実際は３月によくある花粉対策の光景で、多分ドイツの特派員は真実を

知っていたに違いないと思いますが、そのような死線をさまよって生還できた

者たちが議員派遣でドイツに渡航したのは、昨年の１２月１６日のこと。まず、

ドイツのエネルギー事情を調査致しました。 

日本の“フクシマ事故”以来、メルケル首相は国内にある原発 17 基のうち 8

基を停止、残りの原発９基は２０２０年までに停止しようという方針です。ま

た州議会議員選挙での、みどりの党の躍進などの影響により自然エネルギーの

達成度１００％を一世代内に完結しようとする画期的な方針を出しました。 

ハングルクに到着した１６日、さっそく郊外にあるゲースタフト揚力発電所
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を訪ねました。揚力発電、ソーラー発電、風力発電といった自然エネルギー総

合施設を擁するエネルギーパークとなっており、風力発電は５００ｋＷ、太陽

発電は６００ｋＷとなっていました。驚くことに５００ｍほど離れた場所に、

巨大な原子力発電所が取水するエルベ川と並行して道路側に立地してありまし

た。 

２年前に廃止したものでありますが、敷地に隣接して佇む人家が気になりま

した。日本では考えられないことです。３.１１の報道の割には、原発への忌避

観がないのか、今後日本が廃炉の行程を進めるにしても、一般道を閉鎖すると

ともに立ち退きは避けられないことでしょう。 

揚力発電所について、所長のＭｓ．トルミン所長は語り出しました。１３年

前スウェーデン資本のバッテンフォール社が買収し運営しているが、発電価格

より固定買い取り価格の方が高いこともあり、赤字続きだと。官でできるので

あればそれにこしたことはなく、民間で運営してもデメリットの方が大きいと

のこと。 

実は我々北海道も今、同様の課題があり『道営電気事業のあり方の検討』にお

いて、水力発電所の身売りも遡上にのぼっています。道の企業局と共に“売り

逃げ”の共犯の汚名にはくれぐれも用心しなければならないとも思いました。 

翌日１７日、太陽光発電のコンサルタント会社であるサンエネルギー社を訪

問しました。ハンブルクに本社があり、１２年以上ドイツを中心にヨーロッパ

各地に太陽光発電を開発してきた企業です。幹部役員のハートウィング・ウェ

ストファーレン氏の説明を受けた。氏は物理学者で、以前東芝に籍を置いてい

たこともあり、旭川に滞在したこともあるということで、北海道には詳しい。

エネルギー生産に適した大地だと熱っぽく語られていました。 

ドイツの再生エネルギーは１９９８年に全体の５％にすぎず、２０１２年で

は２２％まで増え、２０２０年までに３５％を目指し、２０６０年には８０％

に到達させようとしています。太陽光発電が急速に進んだ背景は、どこでも設

置でき、安価であり、雇用の創出にもつながり、未利用地の活用ができるから。

しかし、夜間時や日照不足の課題があり、将来の蓄電技術の発達が求められて

います。 

次に、ハンブルグに本社を置く世界八大風力発電開発会社の一つである、リパ

ワーシステム社を訪問しました。陸上・海上と双方の風力発電を開発し、日本

列島でも１１７基が同社の製品です。圧巻だったのは、風車一枚の羽の長さが

７４.４ｍ、１５２ｍの世界最大の風車で、最大出力６.２ＭＷを誇っています

(海上)。 

ドイツ国民は自分たちの脱原発の決定に誇りをもっているといいます。ただ、

実際のところドイツの原発は止まっているわけではなく９基が稼動していて、
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これを２０２３年まで止めると宣言しています。また、電力ネットワークでヨ

ーロッパの隣国と密接に結びついており、フランスが原発で生産して地続きで

輸入された電力も多く含まれています。海に囲まれた日本とは比較にならない

ほど恵まれています。脱原発には様々な課題が山積みですが、原発を補うため

の火力発電所の新設などもその一つといえます。ただ、ドイツの脱原発とは、

壮大な実験だとも思います。技術があり、いざとなると助けてくれる隣国があ

り、比較的お金もある。そして何よりも国民の強靭な意志があります！ 

翌日１２月１８日に、ブレーメン市営のゴミ焼却施設を調査したとき、その

意志を強く感じました。なんと火力発電所を併設し、日量２，２００トンのゴ

ミを焼却、１８５ＧＷＨの電力と２８０ＧＷＨの蒸気による地域暖房を供給し

ています。旭川市の近文清掃工場もゴミ焼却時の熱を温水プール用の熱エネル

ギー替えていますが、その超大型版です。 

なにもかも再生エネルギーにしてやろうという意図です。ただそのために遠

くはイギリスからゴミを受け入れており、よくブレーメン市民の理解が得られ

たものだと感心しました。そのことも含めてのドイツ人の強い意志なのでしょ

う。 

１２月１９日、ドイツを離れ、エネルギー政策に関しては真逆とも思えるフ

ランスはパリに入りました。原子力・代替エネルギー庁(ＣＥＡ)を訪問。２０

０９年より、フランス原子力庁から現在の名称になり、原子力大国といわれる

フランスにおいても、代替エネルギーの研究を進め、原子力分野と同等の予算

を投じています。その他、低炭素・ＩＴ・健康・防衛分野などの基礎研究を行

い、教育界や産業界への技術伝達の仕事も担っています。また、原子力エネル

ギー維持のための技術研究と平行するように原発の解体や除染などの研究も進

めており、予算は年間４７億ユーロ(６，６００億円)にのぼる。国と電力事業

者双方で負担し合い、１万５千人のスタッフがいます。 

フランス国内では１９ヵ所５８基の原発が稼動しており全電力の７５％を占

めるが、２年前の大統領選挙において５０％まで低下させる公約を発表しまし

た。しかし逆を返すと、５０％は原発を残すということであり、廃炉と共に新

設もするといいます。これは公約を逆手にとった原発推進政策でしょうか。 

その後、パリから南東へ１００ｋｍ離れたノージャン・シュー・セーヌ原子

力発電所を視察しました。特にここでは、国内の原発設置地域に首相令で必ず

設置されている「地域情報委員会」に着目しました。 

構成は、事業者、安全当局、地域内の国、県、首長や町村議員、マスコミ、

自然保護団体 etc.任期の定めはなく本人の意思次第です。事業者側から情報提

供を受け、意見交換を行う場であり、政策決定を行う会議体ではありません。

かなりのレベルで情報公開が実施され、住民意識調査も毎月行われているとい
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います。２００６年、シラク大統領の判断により、ここまでの組織ができあが

ったようです。 

また、国内には４０ヵ所に原発事故に対応できる特殊部隊を配置しており、

ドイツとは逆に原発の安全性に対しての精度を高めようとする意志を感じます。

背景にあるのは、ドイツをはじめ東欧諸国やイタリアなど、ヨーロッパ全域に

わたって電力を輸出している責任国家の自負でしょうか。 

説明を聞くにつれ、我が日本国の中途半端さが感じられるようになりました。 
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ドイツ・フランスのエネルギー事情 

 

             海外調査団 

副団長 林 大記 

 

私は、北海道議会の欧州（ドイツ・フランス）エネルギー視察団の一員とし

て、12 月 15 日から 22 日までの日程でドイツ、フランスを訪問し、エネルギー

事情を調査してまいりました。 

一行は、12月 15 日深夜便にて羽田空港からパリ経由でハンブルグ（ドイツ）

空港に到着。早速、ドイツにおけるエネルギー政策について、ゲースタフト揚

水発電所を調査いたしました。 

 

ゲースタフト揚水発電所では、風力発電やソーラー発電、揚水発電を複合的

に行うエネルギーパークの中に設置されており、以前はハンブルグ市が直営で

運営していました。13年前、電力の自由化とともにこの施設も民間に売却され、

消費者はさまざまな電力を購入できるメリットがある一方、公立での運営の方

が効果的であるとの意見もあるそうです。また、この揚水発電所の近くにある

原子力発電所は、2 年前に運転を停止しており、福島原発を受けての判断である

だけに、日本における原発再稼働のあり方も注目されています。 

 

翌 17日は、太陽光発電を行っているサンエネルギー社と風力発電のリパワー

システム社を訪問しました。 

サンエネルギー社での説明では、1998 年のドイツでは、再生可能エネルギー

は全体の 5％に過ぎず、その 5％の中でも、水力が 72％、風力 17％、バイオマ

ス 4％で、太陽光はゼロだったそうです。それが、2012 年では、再生可能エネ

ルギーが 22％まで増え、その内訳では、風力 33％、水力 15％、バイオマス 27％、
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太陽光 21％、ガス 4％となっています。今後、ドイツとしては脱原発を宣言し、

2020 年までに再生可能エネルギーの割合を 35％、2060 年には 80％までに引き

上げる計画を進めているとのことでした。 

また、リパワー社では、風力発電が、原子力発電に比べ 68％も少ないコスト

で運営できることを数字で示され、安全面からも、再生可能エネルギーの普及

拡大の必要性を再認識いたしました。 

 

調査 4日目の 18 日は、ハンブルグ市からブルーメンに移動。ゴミ焼却施設か

ら発電と地域暖房を供給する施設を視察してきました。 

このゴミ焼却施設は、1969 年ブレーメン市が大学の暖房のために設置。1989

年以降から、幾多の変遷を得ながら、徐々に民間に移行。現在は、ドイツを中

心に、エネルギーや上下水道、ゴミ焼却設、バイオマスや風力発電、電信電話

などを総合的に展開している『SWBグループ』が管理運営しています。 

このゴミ焼却施設では一日 2,200 トンのゴミを焼却し、185GWh の電力と

280GWh の蒸気による家庭暖房を供給。また、焼却のためのゴミは、ドイツ国内

の家庭ゴミ、産業廃棄物のほか、遠くはイギリスのゴミも受け入れています。

一方、一日 500 トンの燃焼残渣も排出されており、これらは道路工事の際の敷

材として利用されています。 

 

調査 5日目は、フランス政府の「原子力・代替エネルギー庁（CEA）」を視察。 

フランスでは、住民の安全・安心のためにも、情報公開を徹底しており、そ

の代表的な存在が「地方情報委員会」です。正しい情報の提供は、住民との信

頼関係をより強固なものにし、住民の安心にもつながるもの。しかし、日本で

は、『原発は安心』とか『二重、三重の安全対策を施している』とのことで地域

住民を説得し、その結果が福島原発の事故となっています。 

私たちは、福島原発の事故を教訓に、正しく正確な情報をいかに早く提供す

るかなどの仕組みも検討しなければなりません。 

 

また、調査最終日の 18日に視察した、フランスの「マルクール研究所」の原

子力関連施設の解体現場では、50年間使用した施設を今後 50年間で解体すると

のことである。さらに、高レベル核廃棄物に至っては、将来にわたり何万年も、

何十万年も人間の監視下に置かなければならず、その技術も確立されていない

状況で人間は大変なものを使い始めたと、あらためて認識したところです。 

 

今回、ドイツ・フランスを視察し、数百年前の歴史的建造物が数多く残って

いることに、あらためて感動しました。このことは、両国が地震の少ない地域

であることの証明でもあります。ある意味、地震が少ないから、原発について

も寛容なのかもしれないと想像していますが、日本ではどうでしょう。地震大

国「日本」と言われるように、プレートの真上に乗っている日本にとって、原

発と共存することが正しい判断だったのか、あらためて疑問が残るところです。 
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また、私たちの暮らしも従来のようにエネルギーを浪費することについても

考えさせられた視察であり、あらためてエネルギーのあり方を見つめ直す良い

きっかけとなりました。再生可能エネルギーを普及させ、原発に頼らない社会

をいかにつくるのか、これからの議会活動の中でしっかりと進めていきたいと

考えます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 

 

 

35 

 

ドイツ・フランスにおけるエネルギー政策の調査について 
 

                        

             海外調査団 

副団長 稲村 久男 

        

■ はじめに 

 今回の調査は、今後のエネルギー政策のあり方を検討するため、脱原発を進

めるドイツとエネルギーの約 75％を原発に依存するフランスのエネルギー関連

施設等を訪問し、両国におけるエネルギー政策の考え方や取り組みについて調

査視察したものです。 

 

■ ドイツ：ゲースタフト揚水発電所 

 「ゲースタフト揚水発電所」はドイツ国内で人口 3 位の都市ハンブルグ市に

あり、揚水発電所のみならず風力やソーラー発電なども行うエネルギーパーク

の一つ。1957 年に発電を廃止して以来、55 年間ハンブルグ市の電力を賄い、2

年前に原発を中止してからは重要な電力となっています。当初、市が発電を行

っていましたが、13 年前にスウェーデンに本社があるバッテフォール社に買い

取られました。しかし、その運営は厳しく、会社は赤字になっているとのこと。

揚水発電所の所長は、民間が行うのはデメリットの方が大きいと話されていま

した。 

 

■ ドイツ：ソーラー施設（サンエネルギー社） 

 1998 年のドイツでは、再生可能エネルギーは全体の 5％に過ぎず、その中で

も水力 72％、風力 17％、バイオマス 4％で、太陽光はゼロでした。しかし、2012

年には、再生可能エネルギーが 22％にまで増え、その内、風力 33％、水力 15％、

バイオマス 27％、太陽光 21％、ガス 4％となり、太陽光発電は全体の 5％です。

ドイツは脱原発を宣言し、再生可能エネルギーの割合を2020年までに35％、2060

年には 80％にまで引き上げる計画を進めています。このように太陽光発電が急

成長した要因は、クリーンで早く設置できること、安価なメンテナンス、雇用
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の創出、荒廃地などの土地利用の活用などが挙げられます。ドイツにおける 1

日の消費電力は、11 時から 12時にピークとなることから、太陽光の役割は非常

に大きいというのが現状。夜間や悪天候時の対策として電力の蓄電が求められ

ており、バイオマス発電や揚水発電などの組み合わせで対応する考えのようで

す。 

 

■ ドイツ：風力発電メーカー（リパワーシステム社） 

 ハンブルク郊外の 100 年前農地であった場所に大量のゴミを処理してきた場

所があり、ゴミの山全体を砂と防水シートで覆って雨水の浸透を防ぎながら、

有毒ガスや汚染水を検査しています。一方、このゴミの山から排出されるメタ

ンガスを発電に使い、山頂部分には 3 基の風力発電と太陽光発電を設置してい

ます。また、住民憩いの場としてリクレーション施設を整備しています。 

 リパワーシステム社は、世界八大風力会社の一つとして世界中で事業展開し

ており、日本でも秋田や福島、静岡などに 117 基の風力発電施設を設置し、さ

らなる普及が期待されています。同社は、陸上だけではなく海上に設置する風

力発電も手がけており、特に海上 6.2ＭＷの風車は 1 枚の羽根の長さが 72.4ｍ

と世界最大を誇っています。 

 

■ ドイツ：ＳＷＢ火力発電所 

 「ＳＷＢグループ」は、ドイツを中心にエネルギーや上下水道、ゴミ焼却、

バイオマス・風力発電、電信電話などを総合的に運営しています。視察先のゴ

ミ焼却施設は、1969 年にブレーメン市が大学の暖房用に設置し、1989年以降か

らは徐々に民間に移行してきました。1日のゴミの焼却能力は２，２００トンで、

185ＧＷｈの電力と 280ＧＷｈの蒸気による家庭暖房を供給し、ブレーメン市に

おける家庭電力の 3 分の 2 はゴミ焼却施設で賄われており、焼却するゴミはド

イツ国内の家庭ゴミや産業廃棄物のほか、遠くはイギリスのゴミも受け入れて

います。一方、1日 500トンの燃焼残渣も排出されており、これらは道路工事の

敷材に利用されています。 

 住民の心配となる排気は、二重のフィルターをかけて安全な基準で排気され

ており、ドイツは国民の環境意識が非常に高く、これらの処理水準は世界最高

との自負を持っています。 

 

■ フランス：フランス原子力・代替エネルギー庁（ＣＥＡ）と 

フランス電力公社（ＥＤＦ） 

 フランスでは、現在 19 ヵ所で 58 炉の原子炉が稼働しており、全電力におけ

る原発の割合は約 75％となっています。2 年前の大統領選挙では、古い原発の

廃炉と原発依存を 75％から 50％まで低下させるという公約でしたが、これは同

時に、今後の原発推進を約束したことでもあります。 

 フランス原子力・代替エネルギー庁（ＣＥＡ）は、原子力の技術研究をはじ

め、低炭素、ＩＴ、健康・医療などの分野で研究開発を行い、教育や産業界へ
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の技術伝達の役割も担っています。特に、原子力の維持のための研究のほか、

原子力発電所の解体や除染などの研究も進めています。予算は年間 47億ユーロ

（日本円で約 6,000 億円）を国と電力事業者で負担し、15,000 人以上の職員が

勤務しています。 

 「地方情報委員会」は原子力発電所のある全ての県で設置することになって

いますが、かつては活動に温度差があったため、2006 年の法改正によって、そ

の位置づけが明確になり、地方と安全当局の予算で運営されています。同委員

会の構成は、原発設置地域の国会議員や県議会議員、市町村議会議員、労働組

合関係者、有識者、意欲のある方などで、県議会の議長が任命し、任期の定め

はなく、本人の意志で委員となります。この委員会は、原発に関する事業者と

地域住民等との意見交換や情報共有の場として極めて重要な役割を担っていま

す。 

 

■ フランス：ＣＥＡマルクール研究所 

 ＣＥＡ中の１局であるマルクール研究所のセドニック・ガーナー広報部長か

ら、研究所の業務内容について説明を受け、続いて、この地域の地方情報委員

会副委員長でありオルソン村の村長であるジャン・ピエリ・キャレ氏から地方

情報委員会の活動内容を聴くことができました。さらにその後、研究所の各セ

クションの責任者も加えて、意見交換会が行われ、使用済み核燃料再処理や廃

炉のほか、住民への情報提供システムや事故のシミュレーションなどについて、

情報交換を行いました。 

 また、施設見学では、軍事目的で使用していた核燃料再処理工場の解体・除

染の工程を視察しましたが、解体するための技術開発を並行的に行っており、

人が入れない場所では３Ｄを屈指したバーチャル映像とロボットアーム、厚い

金属を切断する際に使うレーザービームなどを開発し、現場に合う機材に工夫

を重ねるなど、全ての解体が終わるのは 2050年とのことでした。一般の原発よ

りも再処理工場の解体の方が難しく、原子力関連施設を 50 年近く使用した後、

解体にはさらに 50年もの歳月を要するとの説明は重く受け止めざるを得ません

でした。 

 

■ おわりに 

 化石燃料を輸入に頼るフランスは原発依存を選択しました。確かに、地方情

報委員会という日本にはない民主的な仕組みがあり、原子力安全局の監視も機

能しています。しかし、私自身、100％安全という確信を持つには至りませんで

した。 

 一方、福島原発事故を受けて脱原発を加速させたドイツは、急速にエネルギ

ー転換を進めています。これはコスト論を超えた将来世代への責任から下され

た政策判断であったと感じました。 

 この度の視察でお世話になった多くの皆様に感謝申し上げ視察報告とさせて

いただきます。 
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ドイツ、フランスにおけるエネルギー政策についての調査 

 

              海外調査団 

幹事長 高橋 亨 

 

 

 フクシマ原発事故以来、原子力発電の安全についての神話は崩れ去り、今後

は、再生可能エネルギーへのシフトが重要な課題となって参りました。 

 北海道はご存じのように広大な面積を有し、また周りを海に囲まれ、火山活

動が活発であり、多くの森林資源に恵まれ、酪農業が基幹産業となっており、

寒冷な気候となっていることから、太陽光、風力、地熱、バイオマス、雪氷な

どの再生可能エネルギーの宝庫と言われています。 

 そして、この北海道には「北海道省エネ・新エネ促進条例」という、原発に

依存せずに再生可能エネルギーの導入促進を目指した条例を有しておりますが、

もう一つの顔として、３基の原子炉を持つ泊原発の立地県でもあります。 

 そして政府は、新しいエネルギー計画に、原発をベースロード（基幹となる）

エネルギーと位置づけ、現在稼働を停止している全国の原発の再稼働を目指し

ていますが、道民の多くは原発の再稼働について不安をぬぐい去ってはおりま

せんし、青森県大間町で建設中の大間原発についても、函館市が中心となり、

自治体として国とＪパワー（電源開発）対し訴訟を起こすことになりました。 

 また、北海道電力は、昨年に続き、電気料金の再値上げを検討している状況

の中、北海道の今後のエネルギー政策は、道民生活にとって重要かつ最大の関

心事となっています。 

 今回の調査は、フクシマ事故以来「脱原発」への政策を加速し、再生可能エ

ネルギーにシフトしているドイツと、原発依存度を一定程度下げる一方で、原

発の維持、新世代原発の開発と同時に廃炉作業も行っているフランスのエネル
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ギー政策について視察し、今後の北海道におけるエネルギー政策のあり方の検

討に資することを目的にしました。 

 

 最初の訪問国であるドイツは、再生可能エネルギーの技術開発と、その進捗

状況を知るために関係機関や企業を訪ねました。 

 最初に訪ねた「ゲースタフ揚力発電所：エネルギーパーク」はハンブルグ郊

外南東約３５ｋｍに有り、小高い丘の上に貯水池を配置し揚水による水力発電

を行っている他、傾斜地には太陽光発電パネルを敷き詰め、貯水池周辺には風

力発電の風車を設置しています。 

 規模はあまり大きくはありませんが、水力、太陽光、風力という三大再生可

能エネルギーの施設を一カ所に集約している、言わば脱原発の象徴のような施

設となっています。 

 日中は太陽光と風力、天気の悪い日や風が無い時、夜間は水力とお互いに補

完し合って安定的に電力を供給しています。 

 原発推進派が必ず口にするのが、「太陽光は日中だけ、しかも天気に左右され

るし、風力は風がないと稼働しない。」という言葉ですが、欠点は様々に補完で

きるのです。 

 昼夜を問わず風が有れば発電する風力、そして大規模から家庭用まで応用範

囲が広い太陽光、いつでも稼働できる水力にバイオマスや技術躍進が著しい蓄

電池、これらは、まさしく脱原発の「ベストミックスエネルギー」と言えると

思います。 

 ドイツは現在の再生可能エネルギー比率２２％を、２０２０年には３５％、

そして２０６０年までには８０％まで引き上げる計画を進めています。 

 その中においても、太陽光発電は大きな位置を占める分野で、視察をした「サ

ンエネルギー社」では、効率的に集光できる両面パネルも開発中であり、さら

に集光・発電能力を高める次世代型パネルの構想にも着手しており、一般的に

創造する太陽光パネルの概念を覆す製品が登場する日も遠くないものと思いま

す。 

  また、廃棄物の埋め立て処分場を閉鎖した後の腐敗したゴミなどから排出さ

れるメタンガスを、パイプラインで近くの工場に送り、発電を行っていますが、

これもバイオマスのような再生可能エネルギーの一つというわけです。 

 また、ブレーメンに有るゴミ焼却工場「ＳＷＢ火力発電所」では、イギリス

やオランダからの廃棄物を有料で受け入れ、地域暖房や発電にも利用していま

す。無論、排ガス規制を遵守し、ＣＯ２排出も極力抑える設備も設置していま

す。 

 風力発電では世界８大企業である「リパワーシステム社」では、陸上だけで
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はなく洋上（オフショアー）風力発電に力をいれています。 

 陸上では最大出力３．４ＭＷですが、洋上では最大出力６．２ＭＷまでの風

車が有り、１枚の羽の長さが７４．４ｍ、直径が１５２ｍにもなるものまで開

発されています。 

 風力発電は、住宅が近くでは風を切る音がうるさいことから設置せず、効率

的に風を受ける事が出来ることから、遮蔽物の無い洋上や小高い丘などに設置

するようになり、また、技術革新によって発電効率は大きく伸びることになり

ました。 

  視察によって得られたこれらのことは、ドイツの再生可能エネルギーに対す

る取り組みは技術開発も相まって今後飛躍的に進捗するという実感でしたし、

その技術を世界に広げていくことで外貨も稼ぐことに結びつける、また、小さ

なコミュニティーではエネルギーの地産地消（スマートグリッド）を実践し、

そのためのファンドや投資もごく普通に行われているということです。日本の

ように事業者独占ではなく、誰でも発電ができ、売買出来る素地が出来上がっ

ているということは、フクシマ事故以後の取り組みではなく、ドイツが長い間

エネルギーの基本理念を持って取り組んだ成果ですし、日本、とりわけ北海道

が目指すエネルギーの大きな指針となるものと思います。 

 

 次の訪問国であるフランスでは、政府の機関である「フランス原子力・代替

エネルギー庁（ＣＥＡ）」を訪ね、お話をお聞きしました。 

 フランスは日本と同様に化石燃料資源が乏しく、１９７０年代の石油ショッ

クで危機感を持ち、原発への移行が始まり、それ以降は原発推進国となってい

ますが、現在のオランド政権が原発の依存度を減らしていくという政治的な判

断もあって、これまでの原発依存度７５％から５０％に低減することにしまし

た。 

 その内容は、化石燃料の依存度を低くして代替エネルギーにシフトし、古い

原子炉は廃炉していくというものですが、原発依存度を５０％まで低減をする

と言うことは、裏返すと５０％は維持していくことを約束したとも言えるわけ

で、既に次世代型いわゆる第３世代の「欧州加圧水型原子炉（ＥＰＲ）」の建設

を行っています。しかし、この原発の工事は順調に進んではいないようです。 

  また、第４世代として「大型ナトリウム冷却高速炉」の開発も日本と共同で

進めています。このことから、フランスは常に新しい原子炉の開発と技術の維

持向上を目指し、海外への原発輸出・技術輸出を目指しています。 

 フランスの電力事業社「ＥＤＦ」が運営する「ノージャン・シュー・セーヌ

原発」では、原発周辺１０ｋｍ以内の立地自治体の議員や首長、事業者、国の

原子力安全局、原発の労働組合、環境保護団体代表、ＥＤＦ職員、感心がある
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住民などで構成されている「地方情報委員会」の方々との意見交換を行いまし

た。 

 法律で位置づけられた委員会で予算も有り、年に２回ほど開催される委員会

は、事業者からの情報提供と、委員間の意見交換を行う場で、何かを決定する

場ではありません。 

 このような委員会は、全国に原発が立地されている地域に必ず設置され、避

難計画に対する諮問委員会の役目も担っていますが、避難訓練は国が責任を持

って行っています。 

 フランスでは、緑の党以外、保守系も革新系も原発については基本的に推進

の立場をとっていることから、立地地域の住民も基本的に同様な意見を持って

います。 

 ドイツとフランスの原発立地自治体の違いは、ドイツは立地自治体に対し、

国や原発事業者からの財政的な支援は無く、フランスは日本と同様に国や事業

者から特別な財政支援があること、さらに、この地域では原発立地前の人口は

３，５００人でしたが立地後は６，２００人に膨れあがったことから、原発と

自治体は濃密な関係となっていることも解りました。この違いが脱原発か原発

依存かを決める大きな要素にもなっていると思いました。 

 アビニョンにある原発の廃炉を進めている「マルクール研究所」では、先に

軍事利用した原発の廃炉作業と同時に廃炉技術の開発を並行的に進めています。 

 フランスは核保有国ですから使用済み核燃料からプルトニウムを取り出し、

核兵器を作っていますが、その使命を終えた再処理工場の解体が行われていま

した。 

 場内には入ることは出来ませんが、その工場の壁の前までは案内してくれま

した。 

 無論おなじみの白い防護服を着て、靴を替え、マスクにヘルメットを装備し、

壁の前まで行きましたが、この厚い壁の向こうは誰も入る事の出来ない死の世

界であることを考えると非常に緊張してしまいました。 

 現場から出る時にホールボディーカウンター（内部被爆を測定する装置）で

被爆量を検査しましたら、小さい数字で「１３」と表示され、それがどの単位

なのか解らず、また教えてもくれず「大丈夫だ」と言われましたが、何か良い

気分のものではありませんでした。 

 再処理工場の解体もスムーズに行われているわけではなく、建屋の一部や格

納容器には人が入れないという条件下で、建屋内部のバーチャルリアリティー

（ＶＲ）映像として作成し、壁の手前に再現されたＶＲ映像を投射、内部に入

れたロボットのアームを壁の手前から遠隔操作して、ロボットに内蔵されたレ

ーザーを利用して内部の配管等を切断する技術も開発されていますし、肝心の
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レーザーも改良を重ねています。 

 今、使用している機材も不都合が生じればまた、研究・開発を繰り返すとい

うことですから、とにかく、研究・開発を重ねながら、並行的に原子炉解体を

行っており、今の予定では解体終了は２０５０年位までかかりそうだとのこと。 

 原発は、建設、そして３０年＋１０年＋１０年の使用期間５０年とみて、解

体にも５０年かかる１００年単位の施設であることは、改めて高上がりな原発

コスト、そして放射能施設の危険性と解体の難しさ、解体後の最終処分などの

難しさを改めて、実感させていただきました。 

 視察報告の結びとなりますが、今次の視察によって、両国の取り組みをより

深く知ることが出来、今後の北海道におけるエネルギー政策の有り様を、より

明確に検討できる素材を頂き、大変有意義な視察であったことを付け加え、報

告とさせていただきます。 
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エネルギー政策を調査 

 

              海外調査団 

                       事務局長 北口 雄幸 

 

 

今回、ヨーロッパにおけるエネルギー事情を調査いたしました。 

具体的には、脱原発を選択したドイツと原発依存を進めるフランスです。 

2011年 3月 11日、東日本大震災における東京電力福島第一原子力発電所にお

ける事故により、世界のエネルギー事情は大きく変化しました。 

特にドイツは、福島原発事故以降2022年までに、17基の原発すべてを停止し、

再生可能エネルギーへの比率を2030年には50％へ拡大することを決定していま

す。 

一方フランスは、原発事故後も原発依存の体制を維持するものの、その割合

は 75％から 50％へと低減するとしています。 

今回の視察では、このように原発に対する考え方の異なる二カ国を視察し、

北海道におけるエネルギーのあり方や泊原発再稼働問題について、しっかりし

た方針をたてることを目的に視察したところであります。 

 

ドイツでは、ハンブルグ市のゲースタフト揚水発電所、そして、再生可能エ

ネルギーの普及拡大に向け、主に太陽光発電を担当しているサンエネルギー社

と、風力発電を担当しているリパワーシステム社を視察してまいりました。 

ゲースタフト揚水発電所は、揚水発電所をはじめ、風力やソーラー発電など

も行うエネルギーパークの一つとして存在しており、揚水発電所は当初、ハン

ブルグ市で発電を行っていましたが、13 年前にスウェーデンに本社があるバッ

テフォール社（VATTENFALL）が買収して、その管理と発電を担っています。し
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かし、その運営は厳しく、売電価格よりも固定買い取り価格の方が高いことも

あり、会社としては赤字になっているとのことです。 

私たちが視察したときには揚水発電所の所長からもお話しを伺うことができ、

「公でできるなら、それにこしたことはない。民間にしたことにより、デメリ

ットの方が大きい」とお話しされていました。そのことをお聞きし、私から北

海道企業局が検討している『道営電気事業のあり方の検討』についてお聞きす

ると、「そのまま企業局で持っていた方がよい」との答え。まさしく、北海道が

再生可能エネルギー普及拡大に向けた、決意と覚悟を示すのが、企業局のあり

方検討なのだと感じたところです。 

 

また主に風力発電を担当しているリパワーシステム社では、各発電システム

によるトータル発電コストの比較について説明を受け、原子力発電が風力発電

を始めとする他のシステムと比較しても、高額になることが示されました。こ

のことから、エネルギーコストの議論では、単に運転中におけるコストだけで

はなく、建設に至るコストや運転中、運転終了後のコストなども含めたトータ

ルコストを議論することが必要と認識したところです。 

 

一方、フランス政府は、現在 19ヵ所で 58基の原子力発電所が稼働しており、

全電力における原発の割合は 75％ほどですが、2 年前の選挙公約では、古い原

発の廃炉を進めながら原発依存を 50％まで低下させることを国民に約束してい

ます。このことは、全電力の 50％は原子力発電に引き続き依存することになり、

原子力の技術研究を進める必要性を訴えられました。 

また、フランスでは、原子力発電所の地域で設置されている「地方情報委員

会」は、原発すべての立地県で設置することになっていましたが、その活動に

濃淡があったため、2006 年の「原子力安全・透明性に関する法律」の改定に伴

い、法的にその位置づけが明確になり、地方と安全当局の予算で運営されてい

ます。 

地方情報委員会の構成は、原発設置地域の国会議員や県議会議員、市町村議

会議員、労働組合関係者、有識者、意欲のある方などで、県議会の議長が任命。

任期の定めはなく、本人の意志で委員となります。また、この委員会では、地

域住民から出された意見を交換する場であり、物事を決定する場ではないとの

ことです。 

私たちが視察した「ノージャン・シュー・セール原発」での地方委員会は、

67 名で構成されており、年 2 回の総会と臨時総会が開催されています。総会で

は、構成メンバー以外でも会議に参加することができ、意見も述べることでき

るということでした。 
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このように、フランスにおいては、原子力発電を進めるにあたり、さまざま

な情報を地域住民と共有し、防災訓練や地域住民との懇談会の中で、原発を安

全に、安心して運転する努力がなされていることを学ばせていただきました。 

 

またフランスのマルクールでは、軍事目的で使用していた核燃料再処理工場

の解体・除染の工程現場を視察。この施設では、解体するための技術や機材の

開発を並行的に行っており、人が入れない場所では 3Dで屈指したバーチャル映

像とロボットアーム、厚い金属を切断するためのレーザービームなどを開発し、

実験を繰り返しながら現場に合う機材に工夫を重ねるなど、解体に対する研究

も進めています。 

これらの施設の全ての解体が終わるのは 2050年とのことあり、一般の原発よ

りも再処理工場の解体の方が難しいとしても、原子力関連施設が 50年近く使用

したあと、解体にも 50年もかかるとのことであり、あらためて解体や廃炉の行

程の難しさを調査させてもらいました。 

 

今回、ドイツ・フランスを視察し、原子力による発電を始めとするエネルギ

ーは、私たちの生活に直結することだけに、今後どのよう枠組みの中でエネル

ギーを確保するか、大きな課題でもあります。一方で、安全を強調していた原

発事故の影響は大きく、福島原発では未だ復興の兆しすら見えないのが現状。

原発が一度事故を起こすと、取り返しのつかないことになることは明らかであ

り、今後慎重な対応が求められていることをあらためて認識した視察でもあり

ました。 
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欧州調査を終えて 

～ドイツ・フランスのエネルギー政策を学ぶ～ 

                         

                海外調査団 

                      事務局次長  沖田 清志 

 

 

電気は私たちが生活していく上で、今や欠かすことの出来ないライフライン

の一つ。化石資源を持たない日本において、これまで原子力発電に頼らざるを

得ないことも現実でしたが、福島第一原子力発電所の事故を契機として、原子

力発電の安全神話は完全に崩壊し、またその後の原子炉や汚染水・汚染土、核

燃料の処理などにも様々な課題を抱えていることから、これからの日本のエネ

ルギー政策を見直す大きなきっかけとなりました。 

北海道においても泊原子力発電所を抱える一方で、再生可能エネルギーの宝

庫として、今後のエネルギーをどうしていくのか、大きな課題となっています。 

そうした中、海外においても様々な動きがあり、福島原発事故以降、早々に

脱原発を宣言したドイツと、従来どおりの原発推進を選択したフランスで、エ

ネルギー政策の考え方や取り組みなどについて、両国を訪問し調査をおこなっ

てまいりました。 

 調査内容の詳細については本報告に委ねることとして、私の所感は以下のと

おりです。 

 

■ドイツ 

 ドイツでは福島原発事故以降、原子力発電をゼロにしましたが、代替エネル

ギーをどうしているのか？ 供給量は充足しているのか？ 電力事業者や国民
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理解はどのように取り付けたのか？ これらのことに興味がありましたが、日

程や相手方の都合上、政府関係者のお話を直接聴けなかったことは非常に残念

なことでした。 

 しかし、今回訪問した、揚水・太陽光・風力・火力、それぞれの発電メーカ

ー・発電施設の調査でも多くのことを学ばせていただきました。 

まず、日本との大きな違いは、電力の自由化です。ドイツでは大きな電力事

業者の下にいくつもの小口事業者があり、消費者はどの電力事業者から供給し

てもらうかを選択する仕組みとなっています。それにより事業者は決して経営

努力を惜しみませんが、経営状況は厳しく、ある事業者は‘本来は公でおこな

うことが望ましい’、というのは本音なのかもしれないと感じました。 

また、太陽光や風力発電は安定供給ができない、コストがかかるといったこ

とは、完全に否定されました。風力でいえば、１年くらいの期間をかけて風向

きや風力を測定し、どのような大きさの風車が適しているかといった事前の調

査を充分にしなければならないとのことです。日本では、急ぎ過ぎて設置した

ことにより、多くが失敗したことは否めないのではないでしょうか。コストに

関しても、太陽光・風力発電は急速に需要が高くなっていることでもわかるよ

うに安くなっているが、原子力は処理費用などが表に出てこないため、結果的

には高コストとなるということです。 

また、ドイツでは、原発立地交付金のようなものはないこと、揚水発電のた

めの貯水池造成を木の伐採が伴うので認められないほど環境問題に厳しい一方

で、火力発電所の廃棄物燃料には日本では焼却処理しない廃プラスティック類

が混在していることは、意外なことでした。 

今回は、発電メーカー・事業者のみの調査でありましたが、それぞれに自分

たちの技術に自信を持っており、原子力発電に依存しない電力供給は可能であ

るという、脱原発に向けた姿勢が強く感じられたものとなりました。 

 

■フランス 

 フランスでの最大の関心ごとは、福島原発事故を受けてもなお、原子力政策

をこれまで同様進めていくのか？ 住民意識はどう変わっているのか？ とい

うことでした。 

 現在のフランスでの原子力発電の割合は、全体の７５％を占めていますが、

これを５０％にまで引き下げようとしています。これは高騰する化石燃料の率

を減らし、代替エネルギーとして太陽光や風力などの再生可能エネルギーの比

率を高めることによって、自動的に原子力の率が減っていくということであり、

このことは、今後も原子力、使用済み核燃料の再処理、高速増殖炉を持続的に

おこなっていくということが確認されたといえます。そこには、原子力に関す
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る研究や技術・治験に、絶対的な自信の表れと感じました。 

 原発政策を進めるにあたって、情報公開は徹底しておこなわれています。事

業者・住民・地方議会議員、環境団体代表などで構成される「地方情報委員会」

は法律で設置が義務付けられ、様々な意見交換・情報交換ができます。また委

員会は完全にオープンで開かれ、委員以外の一般市民も参加ができ、自由に発

言もできるということであるため、こうしたことが信頼関係を築き、住民意識

があまり変化しない要因の一つではないでしょうか。日本でも大きく見習うべ

きでしょう。 

 

■おわりに 

 海外調査については、とかく賛否が問われるところではありますが、今回の

調査でも実際に見聞きしたことによる新たな発見もあり、改めて国内外を問わ

ず、直接の実地調査の重要性・必要性を認識させられました。 

 限られた字数の中で、すべてを言い尽くせない部分がありますが、本報告が

これからの議論の参考にしていただければ幸いに存じ、この度の調査に際して

関係する皆様に感謝を申し上げ、視察報告と致します。 
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ドイツ、フランスのエネルギー政策について 

 

                海外調査団 

                       事務局次長 川畑 悟 

 

 

■はじめに 

 今回のドイツ・フランス視察を通じ「百聞は一見に如かず」「田舎の学問よ

り京の昼寝」という慣用句がいまだ脳裏を離れずにいます。視察の本来的目的

のエネルギー分野以外でも日本製品・企業の海外での評価、海外観光客への取

組みは言うに及ばず、ユネスコ無形文化遺産に登録された「和食」がパリで注

目を浴びるものの、実際のメニューを見て見ると和食とは言いがたいものが鎮

座していたり、ハンブルグの書店では日本のコミックが売場を席巻していたり

ということは、まさに現地の空気に触れないと分かり得ないことと強く感じま

す。 

 今回の視察を企画・提案頂いた高橋道議をはじめとする関係者の皆様に改め

て御礼を申し上げたいと存じます。 

 

■ドイツにて 

 ドイツのエネルギー政策の大まかなイメージは「脱原発・再生可能エネルギ

ーへのシフト」を旗印に「電気料金の負担増」「発電量が不足している時はフ

ランスの原子力発電に依存」というものでした。実際に現地に赴くと携帯電話

のキャリアを個々人が選ぶような感覚で電力供給元を選択したり、企業や市民

が多種多様な発電方法を意欲的に模索している印象を受けました。 

 その原因としてドイツの政治体制に要因があるのではないか？と考えました。

国政では比例議席が５９８、選挙区議席が２９９と多種多様な政党で形成され



 

 

 

 

 

50 

 

やすい比例代表制に重きをなし、首相も複数政党の連立での議員内閣制という

政治体制は、良く言えば国民意見を柔軟に反映するものの、ともすれば国民世

論に流される八方美人に陥る危険性をはらんでいることを如実に表しているよ

うに感じました。具体的には、現地技術者が漏らしていた「発電・送電など技

術的及び経営的な議論を経ずに決定されたエネルギー政策及び電力の自由化が

空回りして消費者負担の増加を助長している」というものが一つの現れではな

いかと考えます。 

 しかしながら、個々の技術的取組みには目を見張るものがあり、日本では実

証実験がようやく始まった洋上風力発電も民間企業が欧州各国から世界規模に

売り込み拡大を果たしていたり、過去の産業廃棄物から発生するガスを燃料に

する仕組みの商業的実用化にも目を見張るものがあります。 

 

■フランスにて 

 フランスの政治体制はドイツとは真逆で大統領も選挙で選び、国会議員も比

例ではなく直接議員で選ぶ体制です。そのフランスのエネルギー政策の旗印は

「脱化石燃料・原子力発電と再生可能エネルギーの共存共栄」というものです。

原子力政策については与野党とも一致の見解とのことで「技術への投資及び地

震がないこと」が諸政策の手形の裏書きとなっています。 

 フランスで特筆すべきなのは、原子力関連技術・施設の実用化及び廃棄ロー

ドマップがかなり具体的に決定されていること、及び原子力発電所を始めとす

る施設の地域に設置された地方情報委員会が名実ともに機能的に存在している

ことであります。 

 ロードマップが強力な推進力を持って実行・発信されているのは、研究部門

への予算などの政策のブレの振幅が少ないことが推察され、地方情報委員会が

国家予算での運営など存在がしっかりと定義され、地域住民への存在感が示さ

れていることも政策的方向性の安定及び地域住民の主体的意識の高さが推察さ

れます。 

 エネルギー政策の方向性が定まっていることが、官民ともに無駄のない動き

に結晶していることが日本及び北海道が見習うべき点ではなかろうかと考えま

した。 

 

■道庁の施策への当てはめ 

陸続きで国々が連なるヨーロッパにおいては、電力の輸出入でリスクを回避

したり、補完することが出来ることが日本とは大きく異なります。また、ＥＵ

域内相互での多国籍企業の積極的進出や投資が実施される状況は、電力寡占体

制の日本とは大きく状況が異なっています。これら欧州での取組みをそのまま



 

 

 

 

 

51 

 

日本及び北海道に持ち込むことは非現実的な議論でしょう。しかしながら、以

下の観点で北海道のエネルギー施策を前に進めることは決して非現実的でも非

生産的でもなく、むしろ我々に課せられた責務ではなかろうかと感じ、今後の

私の議会議論に反映させて行きたいと考えます。 

・現状の再生可能エネルギー関連予算の効率性や実績の評価 

・「新エネルギー賦存量等推計支援ツール」が認知され活用されているのか？ 

・「地域新エネルギー導入アドバイザー制度」が認知され活用されているのか？ 

・地方情報委員会を見習い議会内でのエネルギー研修を公開することへの模索 

・ドイツ企業が実施していた再生可能エネルギー投資ファンド（利率７％）の

実現性の模索 

・再生可能エネルギー実証実験ならびに実用化における手続きの簡素化の追求 

 

 

■おわりに 

 初めての海外視察ということで、ヨーロッパ慣れしていない私は多くの先輩

議員の足を引っぱり、汗顔の至りの連続の視察でありました。ここに改めて感

謝とお詫びを申し上げたいと存じます。 

 原子力発電所の営業運転の再開、メタンハイドレートの調査の現実化、再生

可能エネルギーの施設での地元企業の技術採用など、北海道及び室蘭市を取り

巻く政策・経済環境は追い風基調に来つつあるように感じます。その風を逃さ

ないため、必要なことは議員一人一人のたゆまぬ研鑽であり、モチベーション

の継続だと確信した次第です。 

 今回の視察で得た見聞が、北海道のエネルギー政策に現実的かつ生産的議論

へと昇華するよう新たな気持ちで望むことを道民各位にお誓い申し上げて、そ

ろそろパソコンを閉じたいと存じます。 
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【資料：ＣＥＡ研究開発戦略資料（１２月１９日訪問時資料）】 
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